
17

1　はじめに
　　民法の定める成年年齢を２０歳から１８歳に引
き下げること等を内容とする「民法の一部を改正
する法律」が２０２２年４月１日から施行されます。
施行日の時点で、１８歳以上２０歳未満の方（誕
生日が２００２年４月２日から２００４年４月１日まで
の方）は、施行日に成年に達することになります。

　　本稿では、成年年齢の引き下げの意義、変わ
ること、維持されること、留意点等について解説さ
せて頂きます。

2　関係施策の経緯1

　　これまでの関連施策の経緯は次のとおりです。
　・平成１９年５月　国民投票法の制定
　 憲法改正国民投票の投票権を１８歳と定める。
　・平成２７年６月　公職選挙法の改正
　 選挙年齢を１８歳へ引き下げ。
　・平成２８年７月　参議院議員通常選挙
　 国政選挙で初めての１８歳選挙権を実施。
　・平成３０年６月　「民法の一部を改正する法律」   
　の成立

　 成年年齢を２０歳から１８歳に引き下げ。
　・令和３年５月　「少年法等の一部を改正する法 
    律」の成立
　１８歳、１９歳の罪を犯した者は「特定少年」とし
て、１７歳以下の少年とは異なる取扱をする特例
を定める。

3　成年年齢の引き下げの意義2

　　成年に達すると、民法上、①「行為能力（単独
で契約等の法律行為をすることができる能力）」
及び②「親権に服さなくなる」という２つの大きな
効果が発生し、親権者の同意なく、自らの意思で
契約などの法律行為をすることができるようになり
ます。
　　成年年齢の引き下げには、１８歳、１９歳の若年
者に自立を促し、社会的・経済的に積 極的な役
割を果たすことを促す効用があると期待されてい
ます。

4　１８歳に変わるもの3

　（1）契約年齢
　　　成年年齢が１８歳に引き下げられることによ
り、これまで１８歳及び１９歳の方は親権者の
同意がなければ一人契約できなかったところ、
施行日である４月１日以降は、親権者の同意な
く単独で契約を締結することができるようにな
ります。

　　　なお、２０２２年４月１日より前に１８歳、１９歳
の方が親の同意を得ずに締結した契約は、
施行後も引き続き、未成年者取消権によって
取消が可能です。

（2）婚姻開始年齢
　　　これまで女性の婚姻年齢は１６歳、男性の
婚姻年齢は１８歳とされていましたが、施行日
である４月１日以降は、１８歳に統一されます。
従前、男女間で婚姻年齢に差を設けていた
のは、男女間で心身の発達に差異があるため
とされていました。しかし、社会・経済の複雑化
が進展した現在では、より社会的・経済的な成

熟度を重視すべきとし、この観点では男女間
で特段の差はないとの整理で、婚姻開始年
齢における男女間の取扱の差を解消したと
いうものです。

　　　なお、２０２２年４月１日時点で既に１６歳以
上の女性（誕生日が２００６年４月１日までの女
性）は、引き続き１８歳未満でも婚姻が可能で
す。

（3）一部の資格等の取得年齢
　　　成年年齢の引き下げにより、これまで資格
取得要件として成年であること求められてい
た以下のような資格を１８歳から取得が可能
となります。

　　・公認会計士、司法書士、行政書士、社会保
 　　険労務士

4　20歳に維持されるもの4

　（1）飲酒・喫煙
　　　飲酒・喫煙の年齢制限は、成年年齢の引き
下げによっても変わらず、２０歳以上のままで
す。飲酒・喫煙の年齢制は、若者の健康被害
への懸念から従来の年齢に維持されておりま
す。

　（2）公営競技の投票券の購入
　　　ギャンブル依存症対策の観点から、以下の
公営競技の投票券の購入年齢は、２０歳のま
ま維持されております。

　　・競馬、競輪、オートレース、モーターボート競走
　（3）養子の迎え入れ
　　　従来と同様、普通養子縁組は２０歳からで
す。なお、従前どおり、２０歳未満の者も婚姻し
た場合には、養子の迎え入れが可能です。

　（4）大型・中型自動車運転免許の取得
　　　大型・中型自動車運転免許は、従来と同様
２０歳からです。普通自動車免許の取得と従
来とおり、１８歳から取得が可能です。

6　留意点等
　　民法上、未成年が親権者の同意を得ずにした
契約は、未成年者取消権によって、原則として、取
り消すことができますが、本年４月１日以降、１８歳、
１９歳の方が締結した契約を民法上の未成年者
取消権によって取り消すことはできなくなります。こ
のため、１８歳、１９歳の若年者をターゲットにした
悪徳商法による消費者被害の拡大が懸念されて
います。トラブルが予想される契約類型は、「エス
テティックサービス」「医療サービス」「健康食品
等の定期購入」の美容・医療サービスに関する契
約、「タレント・モデル」「内職・副業」「オンラインカジ
ノ」「ファンド型投資商品」（暗号資産への投資）
などの儲け話に関する契約等です。 
　　今回の改正法施行で、１８歳、１９歳の方の法
的な地位が一変します。成人となる方、そのご家
族の方は、今一度、成年に達することの意義を確
認して頂けますと幸いです。
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